
新年あけましておめでとうございます。　

昨年も新型コロナウイルス感染症に教育関係者は振り回され
た1年でした。多くの制限の中で感染症対策を施しながら対面
の授業が進められてきました。現場を預かられた教職員の皆様
のご労苦に対し、深く敬意を表するものであります。協会といた
しましては、学校での感染症防止策のために必要な器材の充
実促進のために引き続き注力を図る所存です。

ただ時代の変化する速度を早める役割を、新型コロナ感染
症は果たしているともいえます。時代の変化とは何か。日本にお
いて変化が確実なのは少子化の影響が着実に拡大することで
あります。2050年に1億の人口を切り、世界でも例を見ないような
急速な縮小となります。リスクを避けることを判断の優先としてき
た日本ですが、この少子化は避けることはできず、正面から対
処するしかありません。しかし少子化による強いインパクトに影響
に直面するのは、我々の次世代が社会に出る10年後になります。
だからこそ次世代である児童生徒が、自ら考え判断する資質の
育成を計ることを急がなくてはなりません。

そのようななか、昨年の4月からはGIGAスクール構想の実現
により、児童生徒1人1台端末、高速大容量通信環境での授業
が始まりました。今後、授業での情報化が進展するなかでは、
使う教材も変化して行くことは必然であり、文部科学省では「教
材の在り方について」の検討が始まっております。協会といたし
ましては、デジタル・アナログにかかわらず、児童生徒が興味を
もち、気づかせる、理解を深める、また効果的な運営を可能に
する教材について、教科・単元・場面に応じて必要な教材の
普及を引き続き図ってまいる所存であります。

紙や黒板からの知識を得ることだけではなく、観察や実験、
体験を通じ、児童生徒自らが考え、自分の意見を発信し他人
の意見を聞く。このような主体的な学びの習慣が一生の宝にな
る。そして大事な社会を考えるうえでの各教科の切り口による「見

る力」が育成され、生涯を通じた資質となる。学習指導要領に
おける方向性が大変期待されるところであります。学習指導要
領が目指す児童生徒一人一人の「主体的・対話的で深い学び」
を実現が必要なのです。
そのための学校環境整備は、現在のままで大丈夫でしょうか。
子供たちが自ら考え、自ら発信する力を身につけることは、受け
身の教育からは生まれません。学校の様々な教材教具は、児
童生徒を触発する教室の中の道具として、情報端末の整備と同
じく重要な存在になることでしょう。

さて、教材の整備促進を着実に図るため、学習指導要領に
対応した教材と整備すべき目安の数量が、令和元年の教材整
備指針の改訂で示されました。この教材整備指針により、各学
校、各教育委員会は、学習指導要領に対応した教材教具の
整備計画が立て易くなりました。またこの整備の財源としては、
令和2年度から11年度までの10年間、単年度で約800億円が地
方交付金の形で国からの財政措置が開始されています。しかし
ながら具体的な実施は各自治体に委ねられており、自治体により
整備状況に大きな格差が生じていることを懸念しております。
当協会で作成しているリーフレット「子どもたちの未来のために
計画的な教材整備が必要です。」は、毎年文部科学省からの
連絡で全ての教育委員会を通じて、全ての公立小・中学校、
特別支援学校に配布しております。このリーフレットを参考にさ
れ、総合教育会議では、首長と教育長、教育委員が計画的
な教材整備について協議・調整されることを今後も強く訴えてま
いります。

協会では本年もこれらの正確な情報を教育委員会や学校現
場に対してお伝えしていくとともに、「効果的な教材」「安心安全
な教材」の研究開発、普及を推進し、教材整備、教育環境の
整備への支援を充実させていただく所存です。皆様とともにわ
が国の学校教育への貢献を進めたいと存じます。

大事な一年です。本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。

会　長　　大久保　昇

�å�„�K�M�^�m

令和 ��年新春特集号 　
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年 頭 の あ い さ つ

文部科学省　初等中等教育局長

伯井　美徳

令和４年の新春を迎え、謹んでお慶びを申し上げ
ます。

一般社団法人日本教材備品協会におかれまして
は、日ごろから、学校教育教材・教具の開発や普及
等に格段の御尽力をいただき、心から敬意と謝意を
表します。
また、昨年は新型コロナウイルス感染症の感染が
拡大する中で、学びの保障と感染防止を両立させる
ため、学校教育関係者の方々には大変な御尽力をい
ただきました。改めてその御尽力に敬意を表する
とともに、まだまだ予断を許さない状況ではござい
ますが、新たな年が皆様にとって幸多き一年になり
ますよう心からお祈り申し上げます。

適切な教材の整備充実は、児童生徒の関心・意欲
や知識理解の質をさらに高め、確かな学力の育成を
図る上で極めて重要であり、加えて教師の授業準備
や教材研究の負担軽減効果も期待でき、各学校にお
ける働き方改革の推進にも資するものと考えられ
ます。　
このため、文部科学省では、新学習指導要領に対
応する教育条件整備策の一つとして、令和元年８
月、義務教育諸学校における教材整備の目安となる
「教材整備指針」の一部改訂を行いました。また、こ
の指針に例示される学校教材の整備が安定的かつ
計画的に実施できるよう年次計画を策定し、令和２
年度から10 年間、単年度約800 億円の地方財政措
置が講じられているところです。
ＧＩＧＡスクール構想の進展を中心として学校
の教育環境に大きな変化が訪れておりますが、教材
整備の重要性は変わりません。文部科学省として
は、教材整備指針の趣旨や財政措置の考え方等につ
いて改めて周知を図っていくほか、例えば各地方公
共団体に設置される総合教育会議において、首長と
教育委員会が、教材整備の必要性・教育効果等を積
極的に協議・検証するなどして教材整備に必要な

予算が確保されるよう、ホームページや事務連絡に
よる周知等を通じて促していくなど、引き続き学校
教材の整備充実に向けた取り組みを進めてまいり
ます。

また、ＧＩＧＡスクール構想による一人一台端末
の整備の進展等を踏まえ、こうした学校におけるＩ
ＣＴ環境を、初等中等教育局内の各課が担当業務の
前提となるスタンダードなものとして捉え、業務を
遂行していくことができるようにするため、昨年
１０月１日に、情報教育・外国語教育課を廃止し、
同課が担ってきた事務を局内各課において所掌す
ることとしました。
加えて、家庭の経済状況に関わらず教育を受ける
機会を保障することが重要な課題となっているこ
とや、情報端末・ネットワーク環境の整備等のため
の教材と教育用品の整備を一体的に推進するため、
初等中等教育局に修学支援・教材課を新設いたし
ました。
その上で、当面の間、ＧＩＧＡスクール構想の司
令塔として、新たに「学校デジタル化プロジェクト
チーム」を設置し、初等中等教育局全体で本構想を
推進する体制としております。
新たな体制のもとで、ＧＩＧＡスクール構想の実
現に向け取り組みを進めてまいりますので、関係者
の皆様におかれては、引き続き御理解と御協力をお
願いいたします。

一般社団法人日本教材備品協会の皆様におかれ
ましては、引き続き、学習指導要領に沿った教育活
動が十分に展開されるよう、魅力的・効果的な教材
の開発・確保・普及に一層の御尽力を賜ればと存
じます。

最後になりましたが、貴協会のますますの御発展
と、関係各位の御活躍を心より祈念申し上げます。
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JEMA役員の年頭あいさつ
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恭賀新年

都府県会長年頭のあいさつ

会員皆様にとりまして佳き一年となりますことをお祈り申し上げます。
変革期の学校教育が益々発展していくために会員の皆様と着実に前進していきましょう。

秋　田青　森

埼　玉
会長　関口　正博
田島教材㈲
飯能市稲荷町2-11
☎042−973−5331

会長　田村　有貴
㈱田村学習社
大館市比内町
扇田字押切11−5
☎0186−55−2308

栃　木
会長　石塚　龍夫
島屋㈱
芳賀郡市貝町大字市塙
1667
☎0285−68−1239

岩　手
会長　千田　邦雄
㈲水沢教材社
奥州市水沢区
姉体町字車堂118
☎0197−28−1211

山　形
会長　鈴木　秀雄
㈲盛文堂
山形市六日町8−24
☎023−622−2274

会長　高井　敏伸
㈲高重商店
つがる市木造有楽町７
☎0173−42−3223

茨　城
会長　鴻野　忠
アサヒ
稲敷市江戸崎甲2724
☎0298−92−2908

千　葉
会長　白石　健二
㈲しらいし
君津市中野1−22−1
☎0439−52−0157

東　京
会長　唐澤　享一
㈱カラサワ
目黒区中目黒
5−28−10
☎03−3713−7111

神奈川
会長　宮台　俊郎
㈱ミヤダイ中央社
海老名市今里町307
☎0462−31−0928

新　潟
会長　小林　英介
㈱小林文英堂
柏崎市西本町2−2−11
☎0257−24−3360

長　野 群　馬
会長　横田　初雄
㈲長野教育システム
長野市青木島町綱島490−5
☎026−283−8815

会長　滋野　文夫
㈱滋野堤水堂
前橋市西片貝町
5−12－5
☎027−243−7116

奈　良
会長　篠原　達司
篠原商店
奈良県吉野郡大淀町増口
519
☎0746－32－2231

京　都
会長　大嶽　幸夫
㈱みのや
京都市伏見区下板橋町
579
☎075−612−1800

兵　庫
会長　尾田　守也
尾田教材㈱
神戸市長田区滝谷町
3−3−13
☎078−531−6001

福　岡
会長　佐藤　和幸
㈲佐藤教材
福岡市東区土井2−36−33
箱田倉庫101
☎092−692−7757

長　崎
会長　中井　寛
㈱中井啓文堂
島原市白山町54
☎0957−62−2822

広　島
会長　今村　徳房
㈲イマムラ
呉市広白岳3−2−14
☎0823−71−8821

鳥　取
会長　衣笠　一彦
㈱衣笠商会
倉吉市広栄町941−5
☎0858−22−4126

愛　媛
会長　嶋田　昇
㈱シマダジムキ
松山市山越6−16−18
☎089−924−6372

熊　本
会長　吉武　卓哉
メディア㈱
八代市西松江城町
11−27 メディアビル
☎0965−33−4837

宮　崎
会長　上杉　兼祺
㈱学教
宮崎市大字小松字受別府
218−2
☎0985−62−4808

岡　山
会長　中田　英肆
関西教材㈱
倉敷市新田3258
☎086−425−5454

和歌山
会長　岩田　収
岩田商店
橋本市学文路242－1
☎0736−33−2202

滋　賀
会長　山本　孝
㈲山本教育システム
東近江市野村町215
☎0748−22−0920

鹿児島
会長　逆瀬川　勝行
㈱逆瀬川書店
西之表市東町119
☎09972−2−1537

三　重
会長　谷川　学
㈱協学
四日市市大治田
3－2－46
☎059－347－5141

福　島
会長　菅家　義雄
中央教材㈱
郡山市緑町8−6
☎0249−23−2260

島　根
会長　山﨑　勝司
㈲山崎教具店　
大田市大田町吉永
字柳ヶ坪1397−2
☎08548−2−9612
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令和3年度（第24回）定時総会が開催されました

令和４年度（第２５回）定時総会（予定）のご案内
日　　程	 ：	 令和４年５月１６日（月）　１５：００～
場　　所	 ：	 アルカディア市ヶ谷（私学会館）　千代田区九段北

会員の皆様は、日程の確保をお願いいたします。

令和3年度（第24回）定時総会は、令和3年5月17日（月）午後3時より東京都千代田区九段北のアルカディ
ア市ヶ谷（私学会館）にて開催いたしました。東京都に対して新型コロナウィルス感染症緊急事態宣言
が発出中での開催となりましたが、感染症対策を施した上で無事開催することができました。主な出席
は在京の理事・監事、販売会員、製造会員で密を避けた状況で執り行いました。
このような状況の中でも、文部科学省初等中等教育局長（当時）瀧本寛様の代理として教育課程課長（当
時）滝波泰様から、オンラインによるご祝辞と「初等中等教育の課題と展望」のテーマで記念講演を行っ
ていただき、文部科学省としてのJEMAの活動に対するご理解と期待の大きさを改めて認識し、感激�
いたしました。
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積算内容：「教材整備指針」の例示教材等に整備に必要な経費

● 学習指導要領関連（学習指導要領に対応する教材）
● 技術革新等関連（昨今の技術革新等を踏まえた教材）
● 学校における働き方改革関連（学校における教育環境改善に資する教材）

令和2年度から10か年の新たな教材整備計画が始まっています！

財政措置額積算基礎額

《令和3年度財政措置額　積算基礎》
小学校（18学級規模）

・・・・・2,772千円
中学校（15学級規模）

・・・・・2,790 千円
特別支援学校（350学級規模）

・・・・91,445千円

令和2年度から11年度まで「学校教材の整備」のために、単年度約800億円、
10か年で約8,000億円（見込み）の地方交付税措置が講じられます。

約800億円（全国ベース）の内訳～ 小学校：約500億円、中学校：約260億円、特別支援学校：約40億円

JEMA作成のリーフレットを教材整備の普及啓発にご活用ください！

文部科学省、総務省、全国連合小学校長会、全日本中学校
長会、全国市町村教育委員会連合会からのコメントも掲載

文部科学省から各都道府県、各指定都市の教育委員会への事務連絡後、全国の教育委員会・
教育事務所経由で全国の公立小・中学校、特別支援学校に配布（令和３年９月）

●�令和2年度から始まっている教材整備計画等に係
る財政措置について

●�教材整備指針の内容と特色と活用について

●�教材の整備の進め方と令和3年度の地方財政措置
額について

●��学習指導要領に対応した教材整備指針を参考に積
極的・計画的な整備のお願い

●�総合教育会議において、計画的な教材整備につい
て、首長と教育委員会が協議・調整し、整備推進
をお願い

等をご紹介！

子どもたちの未来のために
計画的な教材整備が必要です。

教材整備関係の地方交付税措置額の試算例（令和 3 年度ベース）
地方交付税の算定に用いる標準施設の状況 地方交付税措置額（試算例）

一般財源
（教材整備関係）

Ａ

施設規模

Ｂ

１学級当たり
一般財源
Ｃ（Ａ／Ｂ）

施設規模

Ｄ

試算額

Ｅ（Ｃ×Ｄ）

小学校 2,772 千円 18 学級 154 千円 150 学級
　　　　学級

23,100 千円
　　　　　千円

中学校 2,790 千円 15 学級 186 千円 80 学級
　　　　学級

14,880 千円
　　　　　千円

特別支援学校 91,445 千円 350 学級 261.3 千円 50 学級
　　　　学級

13,064 千円
　　　　　千円

備考1：�地方交付税措置額の試算に用いる学級数（D）は、義務標準法に規定する学級編制の 
標準により算定した学級数です。

備考2：寒冷補正（暖房費や除雪費等を反映するもの）等の補正係数は、考慮していません。

ここに学級数を代入して、
あなたの自治体や学校の措置額を
試算しましょう！

学校現場、
教育委員会に
お伝え
ください！
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令和3年の要望活動JEMAでは、各自治体の首長
や教育長に教材整備の普及
の要望活動を各都府県教材
備品協会と協力して行って
います。

	  各地で要望活動を実施！ �

訪問日 自　　治　　体 要　　望　　先

10月 13日 埼玉県所沢市 教育長　　　　大岩　幹夫 様

11月 17日 埼玉県飯能市 教育長　　　　中村　　力 様
学校教育部長　平野　　功 様

10/13　所沢市
大岩教育長と

11/17　飯能市
中村教育長 平野功学校教育部長と

学校教材の安定的かつ計画的な整備への要望活動
―全国の市区町村の首長に要望書を送付―
全国1,741 の市区町村の首長あてに学校教材の計画的な整備推進についての要望書と教材整備の促進
リーフレットを送付いたしました。（令和3年10月20日）

【要望内容】
学習指導要領では「主体的・対話的で深い
学び」による授業が重視され、児童生徒が自
ら考えることを触発・支援する道具として
の大きな役割を果たす学校教材の重要性の
認識と理解及び計画的な整備の必要性を訴
え、そして、整備の現状を調査・把握いただ
き、総合教育会議において首長と教育委員
会が協議・調整していただき、子どもたち
の確かな学力の育成を図るために、学校教
材の安定的かつ計画的な整備をより一層推
進してもらう。

今年は更に多く訪問して参ります。ご支援・ご協力よろしくお願いします。
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JEMA 安全基準適合認定マーク
商標登録 第５０２１８１０号

一般社団法人日本教材備品協会では教材教具からの有害物質（学校環境衛生の基準対象６物
質：ホルムアルデヒド・トルエン・キシレン・パラジクロロベンゼン・エチルベンゼン・ス
チレン）の放散が当会の基準以下である場合には「安全マーク」をカタログや梱包に表示して
おります。教材教具のご選定の際にはぜひこの「安全マーク」にご留意ください。

�JEMA安全基準適合認定制度の取り組み
学校における児童・生徒への化学物質放散による健康被害から守る
ために、学校で学習時に使用する学校教材教具を安心して活用でき
るよう、教材教具から放散する化学物質発生量の安全可否をJEMA
が自主的に取り決めしたのが「JEMA安全基準」です。この基準をク
リアした教材教具については会員が発行するカタログや商品に「安全
認定マーク」（商標登録第5021810号）の表記が許諾されます。

�JEMA学校教材・教具安全基準適合品
�この２つのマークが表示されている製品は、いずれも

「JEMA学校教材・教具安全基準適合品［製品からの有
害物質（学校環境衛生の基準対象６物質：ホルムアル
デヒド・トルエン・キシレン・パラジクロロベンゼン・
エチルベンゼン・スチレン）の放散が当協会基準以下］」
であることを示しています。

■ JEMA 安全基準適合認定マークのご案内

▎JEMAは、安全な教材の整備を推進しています。�

子どもたちを健康被害から守ろう!! JEMA教材教具安全基準適合認定事業

製造会員向け研修会・勉強会 開催される！

水谷尚人　教科課程調査官

中嶋則夫　教科課程調査官

清重隆信　前明石市教育長

出塩進　教育財政室長（当時）

鈴木健一　教育財政室長

品質の高い教材開発と普及のため、令和３年度の製造会員向け研
修会・勉強会は、中学校の新学習指導要領の全面実施、またGIGA
スクール構想による児童生徒1人1 台端末の整備を踏まえ、中学
校の学習指導要領に係る内容や教育行政の現場の現状についてな
ど、感染症対策を施した上で開催いたしました。

今年も、数多く計画してまいります。ご参加よろしくお願いします。

開催日 テーマ 講　師

3月 9日
数学
学習指導要領改訂のポイントと実践、及び
教材の活用について

水谷　尚人 様
国立教育政策研究所
教育課程研究センター
教育課程調査官

3月 9日
令和3年度文部科学省関連予算と重点施策、
及び財政措置について

出塩　進 様
初等中等教育局　財務課
教育財政室長（当時）

10月19日
中学校社会科（地理的分野・歴史的分野）
学習指導要領改訂のポイントや教材の活用
について

中嶋　則夫 様
国立教育政策研究所
教育課程研究センター
教育課程調査官

10月19日 令和4年度文部科学省の概算要求内容と地
方財政措置の状況について

鈴木　健一 様
初等中等教育局　財務課
教育財政室長

12月14日 学校教育の現状と課題 清重　隆信 様
前兵庫県明石市教育長

審査会（11/29）の様子

写真中央：
野崎淳夫委員長（東北文化学園大学大学院教授・工学博士）
写真右から2人目：
鬼頭英明委員（法政大学スポーツ健康学部教授・薬学博士）

令和３年度は、9月22日のJEMA安全基準適合認定判
定会の後、11月29日にJEMA安全基準適合認定審査
会が開催され、数多くの教材が審査されました。

令和３年4月1日、学校環境
衛生基準の一部（キシレン 
の基準値）が改正されまし
た。

（旧）870㎍/㎥（0.20ppm）
（新）200㎍/㎥（0.05ppm）


